




まずはじめに、2021年５月に発表しました中計『Connect50』のローリングプラン以降の、この２年間の振
り返りからご説明します。

コロナ禍においては営業活動に様々な制約があり、非常に苦労をした部分もありましたが、この機にグ
ループ共通のアイデンティティを定め、グループ全体で「会員制らしさ」の追求へと取り組むことで、各事
業間でこれまで以上に連携体制や一体感が生まれました。

また、物理的な制約がある中、デジタルを活用しお客様と繋がる取組みを大幅に進展させ、その結果、
改めて深い信頼関係を築けたことは大きな財産になりました。

安心・安全な空間と、温かく質の高いサービスが、こういう時だからこそ大切な人同士で繋がりたいという
お客様のニーズと重なり、この機に会員制の仕組みが再評価されたこと、

またそれと同時に、新たな時代に求められる新商品やサービスの提供へと挑戦した結果が、この２年間
の過去最高契約高、コロナ前の水準を大きく上回る稼働率といった成果に結びついたと考えています。



このスライドは振り返りの２つ目として、コロナ前の2019年度に対し、このローリングプランで実行してきた
様々な戦略要素の進展を、主に数値で表しています。

①の顧客数の増加については販売チャネルの充実、それからサンクチュアリコートの新展開などで、新
規の会員増加数が大きく伸長し、2019年度対比で1.5倍以上、過去最高の水準に達しています。

②の利用額の増加についてはクロスセルの進展、それから利用促進に向けたお客様との繋がりに注力
した結果、稼働率が大きく向上し、会員お一人あたりの年間のご利用額も、2019年度対比で２割程増加
しました。

これらの結果から、この２年間、会員制の強みを活かした戦略を着実に実行できたものと評価しており、
今後もこのモデルの縦軸と横軸をそれぞれ伸ばし、全体のサイクルをより大きく回していくことで、グルー
プの収益を乗数効果のような形で向上させていくことができると考えております。



その一方で、ここ数年の事業環境の激しい変化に対し、対応を迫られた面もありました。

会員制以外の事業については、コロナ禍を機に、事業の縮小やスケジュールの見直しを行っております。
また、サービス業界共通の大きな課題として、人手不足が深刻化する中で、当初想定していた以上にコ
ストが上昇している状況もあります。

青い文字で示した４つの要素は、それぞれ５億～10億程度、当初の想定から減益要素になっており、こ
れに対し売上の上振れ効果で相殺している部分もありますが、結果として今期の利益計画は、ローリン
グプランの当初の想定をやや下回る水準となりました。

しかしながら、これらの課題に対しそれぞれ必要な施策を実行しており、現状においてはコストが先行し
ている部分があるものの、未竣工の不動産収益の繰延が想定以上に蓄積された上で今後３期連続の開
業を迎えることや、他の生産性向上への取り組みが実現していくことにより、この先の２～３年間で、収益
性改善や利益数値としても、十分に取り返すことができると考えております。



先ほどのスライドまでが中計ローリングプランの振り返りであり、ここからが、新たな中計に関する説明と
なります。

まずは期間の整理としまして、本年４月に50周年を迎えるにあたり、これを機に新たな歴史のスタートを
切るということ、それから中計のスケジュールを本来の5ヵ年のサイクルに戻すという意味もあり、改めて
今期を初年度とした5ヵ年計画を策定することとしました。

先ほどのページでも少し触れましたが、今期を初年度とした少なくとも先3年間については、それぞれの
事業セグメントにおいてしっかりと連続増益することができると考えており、3年目となる2025年度におい
ては、営業利益で前年比15％増となる230億円の水準を見込んでおります。



次に、中長期の事業環境認識について、改めて整理しております。

まずは左上のメガトレンドとして、地球環境の変化をはじめとする様々な環境変化が予見されています
が、その右側には、当社にとっての重要性をリスクと機会という観点で記載しております。昨今、VUCAの
時代と言われるように世の中の変化が激しく、様々なリスク要因が想定されますが、当社グループの事
業においては、それらを機会としていくこともできると考えています。

前回のローリングプランでは、「会員数の増加」・「１顧客あたりの利用額の増加」という両軸で戦略を考え
ていましたが、今後はそれに加え、「人財の重要性」をこれまで以上に意識し、サステナブルな社会に向
けてお客様、会員様とともに価値を生み出していくことがより重要になっていきます。

下のグラフは参考ということで載せておりますが、この先2030年までを見据えた、世代別の金融資産の
推移を推計したものです。当社の既存事業の主なターゲットとなる50代～60代はもちろん、80歳以上の
人口やその資産額が急激に伸びていく中で、当社に求められるサービスの幅やマーケット規模も、自ず
と拡大していくものと考えています。



このスライドは、新中計における基礎的な考え方、基本となる戦略を表しています。

３つの基本戦略の他、４つのマテリアリティのテーマ、それから一番下に、基本的なビジネスサイクルをイ
メージした図を載せております。

既存のビジネスモデルに加え、今後は「サステナビリティ」という軸をベースとして持ちつつ、ビジネスの方
向性や一つ一つの取り組みが一方通行ではなく、常に循環し連携しながら向上していくことをイメージし
ています。

社内では「トラストサイクル」や「スマイルスパイラル」などと呼んでいますが、それぞれのステークホル
ダーとの「繋がり」をより密にしながらこの好循環を回していくことで、持続的な成長を実現できると考えて
おります。



このページでは、新中計の基礎となる経営基盤の強化として、人財とDXについて、左側にはこれまでの
取組みを、右側には今後の重点施策を記載しています。

人財戦略についてはここ数年、主に制度面から労働環境の改善に力を入れてきておりますが、さらに今
期からは「中抜け」シフトの改善など、新しい取組みも実施していきます。

「中抜け」とは、例えばレストランであれば、朝食の提供から夕食の準備までの間、フロントであれば
チェックアウトからチェックインまでの間で、比較的長い休憩時間が発生することを指していますが、

こういった業界特有の課題をも克服し、「当社ならでは」の働きやすさ、働きがいを感じていただくことで、
当社独自の強みを発揮していけると考えています。また、採用面でも、外国人採用や地元採用の強化な
どに新たに取り組んでいきます。

DXでは、各種のインフラが整ってきてはいますが、その活用による生産性向上や、お客様へのご提案に
ついてはまだまだ余地が大きく、「会員制ならでは」のデータ資産を最大限に活かすことが、今後の重要
な戦略テーマになると考えています。この中計期間では特にそうした成果にこだわって取り組んでいきま
す。



そして、ここからが本中計以降の成長戦略に関するスライドになります。グループ戦略の一つ目の要素と
して、事業の提供価値の広がりを全体で表現しています。

中心にあるのは「会員制ビジネス」の根幹となる顧客との関係資本であり、当社の価値創造の源泉となる
無形の資産です。特にこの新中計期間においては、データを駆使した個々のサービスの「テーラーメイ
ド」化、会員同士のネットワークや他社とのアライアンスも活用した「プラットフォーム」機能、そして「会員
とともに社会価値を創出」することで、会員制倶楽部が持つ価値の向上にも繋げていきたいと考えており
ます。

またその周囲にある、各事業に紐づくサービスにおいても互いの連携を強化し、個々の会員のデータ
ベースに応じて最適なご提案を実現していきます。オレンジ色の丸が、新たに注力していく事業としてイ
メージした要素ですが、お客様のご要望に応じてさらにラインナップを強化していきます。

そして、一番外側にある白い文字になっている要素が社会価値のイメージです。お客様との関係性をもと
に、余暇と健康から拡がる様々な事業を通じて社会価値、環境価値を創造することにより、同時に経済
価値も実現させていく考えです。



次に、成長戦略の②としまして、会員基盤と利用者層の拡大についてご説明します。

今年の3月、野村総研様のレポートにおいて、純金融資産1億円以上を保有する国内富裕層の数が、推
定149万世帯、2019年度比で約12％の増加と発表されました。

これに基づき、左上の表には、地域別の富裕層世帯数と会員数の分布を、概算ベースで算出しておりま
す。現状、会員数については19万5千という口数ベースでの数値で表現していますが、それぞれの会員
権を名寄せすると、実質の会員数は14万人になります。

現在は関東において約８％の浸透率であり、中部や関西に対して遅れをとっていますが、これは、富裕
層世帯の母数が非常に大きいことも要因です。当社は中部からスタートした会社ですので、関東での拡
大余地は相対的に大きく、また、富裕層全体が拡大していることから、中部、関西それぞれにおいても拡
大の余地は大きいと考えています。

現在フォローしている見込み客の数は全体で８万人規模にのぼり、グループの会員数が増えれば自ずと
その厚みも増していきますが、現実的に営業スタッフ一人あたりでフォローできる範囲は限られることか
ら、この水準を維持しております。

また、そのさらに外側の円には、国内350万と言われる事業者のオーナー層、利用ベースでは法人従業
員やゲスト利用者など数百万人が存在しており、こちらも成長余地はまだまだ大きいと考えております。



３つ目の成長戦略としては、新商品の「サンクチュアリコート」を取り上げております。

第一弾である高山をはじめ、販売中の３物件はいずれも過去のペースを大幅に上回って進捗しており、
開業時には完売に近い水準が想定されます。このようにご好評頂いているのには複数の要因がありま
すが、

もともとサンクチュアリコートの商品には、右上の表で挙げている戦略的な要素が反映されており、このこ
とから現状の販売だけでなく、運営を開始してからの貢献度も他の商品と比較して高くなることが想定さ
れる商品です。

特徴の一つに法人入会の割合が約８割と高いことが挙げられますが、このことも運営上のプラス要素に
なると考えられます。左下の表は、コロナ前と2022年度を比較する形で法人入会と個人入会それぞれの
年間平均利用室数を記載しておりますが、以前より法人入会者の利用意向は高く、その割合に応じて稼
働にも安定感が増すと考えております。

右下にはご参考として、1口あたりをモデル化した、入会後20年後までの当社のキャッシュフローのイメー
ジを載せております。サンクチュアリコートの商品特性から、インアウトそれぞれを含んだネットの累計
キャッシュフローは、従来型のエクシブと比較した時に、概ね２割から３割程度上昇するものと期待できま
す。



次に成長戦略④として記載しておりますのは、1顧客当たりの利用額について分析した内容です。

上の３つのバブルチャートは、それぞれのブランドにおいて、縦軸に会員権１口あたりの年間平均利用額、
横軸には他の会員権と複数を所有していただいている割合を示しており、円の大きさが会員数です。
利用額ではサンクチュアリコートやベイコートの会員が最も高く、ハイメディックやカハラクラブはクロスセ
ルでの効果が特に効いています。

左から2019年度、2022年度、2027年度のイメージを並べていますが、徐々にチャートの右上を占めるブラ
ンドの会員規模が大きくなり、全体の重心が右上にシフトしていくことが分かると思います。合わせて、そ
れぞれのバブルを浮上させる施策にも取り組みます。

１口あたりの利用単価が高まるとともに、複数所有率も高まっていくことで、会員一人あたりのご利用金
額の増加には相乗効果が得られます。さらに、ここへ新たな会員数の増加が掛け算要素として加わるた
め、仮にそれぞれの要素で成長スピードが限定的であっても、乗数効果の重なりによって、大きな成長を
見込めることが会員制モデルの特徴です。

この中計においては、こうした成長モデルに加えて新たな取組みについても注力していきますが、そちら
は後ほど成長戦略⑥～⑧のスライドでご紹介します。



成長戦略⑤のスライドでは、今後５年間の開業スケジュールを示しております。

2024年度以降の着工物件は具体的な契約前の想定になりますので、現状ではイメージとして捉えていた
だければと思います。

今後も基本的に、概ね１年に１ヵ所のペースで会員制ホテルの開発を続けていく方針であり、2027年度よ
り先のスケジュールも含め、現状では７ヵ所程度の候補地を検討しています。

会員制検診を行うハイメディックの施設はこの中計期間で３ヵ所開業を予定しており、一旦これで、目標と
していた42,000口の水準へと成長が可能になる見込みです。

シニアレジデンスについては詳細を次のスライドで説明しますが、開発候補地については未だ検討中で
あり、こちらは決定次第発表していく方針です。



そしてこちらの成長戦略⑥が、シニアライフ事業の新規展開を説明したスライドです。

この事業においては、当社グループは他社には無い圧倒的な顧客基盤を持つことをはじめ、メディカル
事業やホテルレストラン事業とのシナジーも強みとしていますが、現状の施設ラインナップにおいては介
護型の施設が中心で、会員年齢（平均64歳）と入居時年齢（80代前半）に開きがあることもあり、アップセ
ル・クロスセルには繋がりづらい側面もありました。

そこで、今後の戦略として、健常者向けのレジデンスについて既存会員様のニーズに特化し、会員権の
ように追加購入を検討いただける商品をつくります。これにより、全体の室数バランスが改善し、介護型
施設へ移り住みによる稼働上昇効果が見込めます。さらには今後ホスピス型の事業も開始することで、
入居率については複合的に上昇を見込むことができ、また提供価値・社会価値としての事業の幅も大き
く拡がります。

会員数が今後もさらに伸びる前提で考えると、潜在的な需要は、1％程度の購入率としても、１万室規模
にのぼると考えています。右下には商品の内容について記載しておりますが、会員様のニーズに幅広く
応え、投資回収や運営収益も優れた商品を開発することができる見込みです。

こちらは今回の計画において、具体的な業績数値には織り込んでおりませんが、中長期的に大きく成長
が見込める事業として、注力していきたいと考えております。



こちらは先ほども少し触れました、ホスピスケアサービスの開始に関するスライドです。

2023年５月にハイメディック訪問看護ステーションを「トラストガーデン桜新町」内に併設。７月から施設内
でのホスピスケアサービスを開始し、今後、他の施設へも拡大していく予定です。

超高齢社会である日本においては、拡大する医療ニーズに対して医療機関や医療従事者の不足が社会
課題となっています。特に、末期の悪性腫瘍や脳血管疾患など常に医療支援が必要なご高齢者でも、積
極的な治療を行わないなど病院での療養が難しいケースもあり、在宅ケアを余儀なくされるケースも少な
くありません。そのような場合、24時間急変に気を付けながらのご家族の身体的・経済的な負担や不安
は計り知れないものです。

今後は、このようなご高齢者とそのご家族に、ホスピタリティを追求した老人ホームの特性を生かした、
「病院のような安心感とご自宅のような心地よさ」を提供し、これにより、多様な医療ニーズにお応えする
ことで、施設の空間稼働率の向上など収益面への寄与も見込んでおります。



次に成長戦略⑦としまして、BNCT事業の進捗について、ご説明します。

この事業は、当社グループが「がんで大切な人を亡くさない社会をつくりたい」というグループのビジョン
のもとで推進している事業であり、既に第Ⅰ相（安全性）試験は無事に終了しており、昨年11月から第Ⅱ
相（有効性）試験を開始しているところです。

現在進めております治験は悪性黒色腫、血管肉腫といったガンに対するものですが、今後は適応範囲を
他の頭頚部癌、脳腫瘍、乳癌、肺癌、食道癌などに拡げていき、切除の必要がなく実施後のＱＯＬ向上に
も適した放射線治療の仕組みを、世の中に普及させていきたいと考えております。

また、当事業における収益部分につきましては、レジデンス展開と同様に、この中計の業績数値には織
り込んではいませんが、ハイメディック事業との連携として、検診と治療を結び付けたサービスや、国内
外の医療機関等に向けた機器の販売を予定しております。

一番下の欄に参考として入れさせて頂いたのは、当社グループのメディカル事業において、様々な医療
機関、学術機関と共同して研究を行っている内容です。今後もこういった取組みを通じて、様々な社会価
値を生み出していきたいと考えております。



成長戦略としてはこちらで最後の項目になりますが、海外富裕層の取り込みについての戦略の概要をご
説明します。

まずはアフターコロナの前提ですが、移動制限がなくなったことで、徐々に国際的な行き来が活発化する
ことが予想されます。これについては国内の会員制ホテルの販売や稼働に対してさほど影響はないもの
と想定しておりますが、コロナ禍に開業し特に苦しんだ横浜や、ハワイのカハラホテルの業績には、この
先数年間で大きくプラスの影響があると考えております。

また、今後は会員制施設においても、当社の会員様にニーズがありメリットとなることをなど条件に、海外
との会員制俱楽部同士での交換利用をベースとした仕組みを構築していきたいと考えており、既にいくつ
かの候補先と検討を進めております。

まずはインバウンド向け中心にはなりますが、こういった取組みの中で徐々に当社のブランド認知やノウ
ハウを蓄積していき、その先の更なる展開と更なる成長を実現してまいります。



ここまでが、成長戦略の概要になりまして、ここから数値計画についてお伝えします。

まず５ヵ年の共通目標としまして、左の欄に入れておりますように、売上高利益率、営業利益成長率でい
ずれも10％以上、それからROEに関しては、10％以上12％の水準を目指していきます。

還元方針は、配当性向40％以上を目安に、より安定的な還元を実施してまいります。

契約高については、今期の計画から５年目の最終年度まででトータル10％以上の成長、ホテルの稼働
率は、全ブランドの平均値で、５ポイントアップとなる60％以上を目指します。

右側には、具体的な売上・利益の数値を示しており、2025年度までの3年間で掲載しております。５年後
の2027年度の数値も検討していますが、外部環境の変化や、新規事業の展開度合いに拠る部分も大き
く、また開業物件の規模感等によって会計上の利益にブレが生じる部分も大きいため、

まずは先３年間の業績目標をしっかりと達成しつつ、その先の成長やサステナビリティに向けた戦略を着
実に実行していきたいと考えております。



次に、５ヵ年の資金の配分について、ご説明します。

今後着工する物件の規模やスケジュール感にもよりますが、会員制ホテルでは１施設あたり300億円規
模の投資を５施設実行することを想定し、全体で2,000億規模としています。

当社の会員制ホテルは、投資額の凡そ８割が、販売商品の原価（但し、開業するまでは仕掛販売用不動
産）に計上されることになり、いわゆる設備投資として当社資産に計上する割合は残りの２割程になるこ
とが特徴です。つまり、５年で1,500億円の投資をしても、投資キャッシュフローに回る金額は、約300億円
です。

このように、大きな投資をしても、回収に長い期間がかかるのではなく、大部分が通常の営業活動の内
部で回収されていくことが、当社のキャッシュフローの特徴です。

また、営業活動の中で投資を消化し、さらにその上で、営業キャッシュフローはコロナ禍を含む過去３年
間、229億、226億、242億となっており、安定して高水準で推移しています。

今後５年間におけるおよそ1,200億の営業キャッシュフローの内、約600億円がフリーキャッシュフローに
回り、そのうちの約半分を還元していく方針です。

残りの300億については各種の成長投資に充てていきますが、状況に応じて財務レバレッジを活用しな
がら、より積極的な投資を検討していきたいと考えております。



このスライドは、長期の利益成長イメージです。

イメージとしてご覧いただくため、グラフの縦軸の値については一部数値を外しておりますが、今後、10％
規模の成長を継続していけば、10年をかけておよそ２倍の利益水準を目指していくことになると思ってい
ます。

また、その時点においては、成長性の高いメディカル事業の利益規模が、これから新しく開始する要素も
含め、ホテル事業の利益水準と同等以上になる可能性もあると考えております。

グラフの下の欄には、その期間に対応していくであろう戦略要素の概要を入れておりますが、こうした要
素には常に見直しをかけながら、先を見越した展開を実行していきたいと考えております。



会員制ホテル事業のサステナブル化については、当社の将来を考えていく上で、とりわけ重要なテーマ
だと考えており、この新中計の発表に向けてプロジェクトを発足し議論を深めてきましたので、現段階の
イメージとして掲載しております。

まずは左側にある現状の事業サイクルをご覧ください。エクシブは全26施設あり、室数は3,600室規模、
会員数として８万人を抱える会員制クラブです。

旧施設を中心に年間1,000口ほどの退会があり、それらはほぼ、利用権として新たに販売し循環していま
す。（その他、親族への名義変更や相続、譲渡なども発生していますが、それらを全て含め、およそ3,000
口程度が年間で循環している状況です。）

それに対して右側は、今後建替えを実施する場合のサイクルです。左端の一列を建替え対象としますと、
対象施設の会員様には、例えば建替え後のオーナーになる、既存の他施設のオーナーになるなど、複
数の選択肢をご用意しておくことが想定されます（建替えのケースのご提案内容や大規模改修のスキー
ム等は、今後継続して検討していきます）。

また、建替え等の新たな事業モデルにより、新規の募集による投資回収、提供価値、働きやすさ、環境
配慮（エネルギー効率）、地域貢献度、収益性など、あらゆる面から倶楽部の価値全体が向上していくも
のと期待されます。今後５～10年の内にこの取組みを実行し、倶楽部の「第２の成長期」を迎えることで、
当社グループの「持続可能な成長」の形をより鮮明にしていきたいと考えております。



このスライドでは、サステナブル経営の根幹となる「当社グループのマテリアリティ」を掲載しております。

４つのテーマ、11のマテリアリティを設定し、それらに向け、取組み指標を定めております。これらのマテ
リアリティについて、短期、中期、長期のリスクと機会を勘案しつつ、KPIとやモニタリング指標を意識して
各種取組みを進め、サステナブルな経営に向けたマネジメントサイクルを回していきます。

これらのESGに関する情報は、2023年３月にリニューアルオープンしたサステナビリティサイトで充実させ
ておりますので、そちらも是非ご覧ください。

https://www.resorttrust.co.jp/sustainability/



こちらのスライドでは、直近の主な取り組み内容を掲載しております。

特に、ガバナンス面では、別途リリースをしておりますが、他社での経営経験をお持ちの方を含む、３名
の新任社外取締役候補者を選任しており、今後より一層、ガバナンス体制の強化に努めてまいります。



こちらが本編の最後のスライドになりますが、各部門より集まった10年後の目指す姿を掲載しました。

ビジョンに掲げている内容は、事業毎に多様な色彩をもっていますが、それらは「ご一緒します、いい人
生」というアイデンティティのもとで繋がっており、また全ての事業に共通である、社員にとっての働きやす
さ、働きがいという基盤の上に存在しています。

その下に記載しておりますのが、全体としての、事業やグループのありたい姿です。

一つ目には戦略的な要素として、当社グループ独自のランチェスター戦略を体現することとしています。
「会員制」という領域において、当社は長年に亘ってNo.1であり続けていますが、その中で培った顧客基
盤や個々のブランド力、数々の有名大学病院をはじめとした連携体制と事業ノウハウは、バランスシート
にこそ載っていませんが、他社には代替できない当社グループ独自の価値創造の源です。

現在、グループの事業は多岐に亘っていますが、それぞれの分野において当社がグループとして圧倒的
な強みを発揮できるフィールドを見定め No.1となる戦略を積み重ねていく、そういった事業展開を実現し
ていきたいと考えています。

二つ目にはより社会的な要素から、全てのステークホルダーとのエンゲージメントを高め、それぞれに
とって唯一無二の存在となるような、強い共感と信頼関係で繋がること、そしてさらに、共に社会へ新たな
価値を創造していける倶楽部を目指していきたいと考えています。



ここからは補足資料としまして、各事業におけるキーファクターの推移と、今後５ヵ年の取組みテーマを掲
載しております。まずこちらが会員権事業です。契約高を増加させていくことももちろんですが、今後はお
客様との繋がりや、営業活動、組織や社員の質の向上にも取り組んでいきます。



次に、ホテルレストラン等事業です。LINEの登録者数やアプリの予約率を大きく向上させ、稼働率や収益
性を高めていきます。コロナ禍より回復し、現状は4-5％程度の売上高利益率となっていますが、この中
計期間の中で、8-10％程度まで高めていくことを目指しています。



そしてこちらがメディカル事業です。最終年度にセグメント利益で100億を達成するため、ハイメディックを
事業を中心に各事業においてそれぞれ成長を見込んでおり、営業利益率も18％程度まで上昇させたい
と考えております。



最後に、こちらもご参考としてですが、以前より一部の投資家様から要望の強い、会員一人あたりの企業
価値を算出するとどれくらいが適性な水準なのか、また、会員一人あたりの当社のキャッシュフローはど
ういった推移を辿るのか、といったイメージをモデル化したものです。

厳密に実績を計測したデータではなく、概算でのイメージを持っていただくことを目的としています。

上段には従来型としてのエクシブと、新モデルとしてのサンクチュアリコートを比較しており、互いに累積
キャッシュフローの曲線の形は似通っていますが、新モデルでは、曲線の傾きや20年後の値が２～３割
程度上昇するものと考えております。
また、左下のハイメディックについては15年の会員権のため、ホテルよりサイクルが早く、より直線的な
キャッシュフローモデルになります。

右下には、2022年度の増加会員数（サンクチュアリコート+5,167人、ハイメディック+2,130人）を参考に、今
後10年間の会員増加を想定し、モデルに当てはめて計算したものですが、事業価値としての概算では、
2,000億近い規模になるとも考えられます。

一方、既存の14万人に関しても、13-15ページ、20ページの戦略等を加味して考えれば、同じく2,000億規
模のポテンシャルがあると考えています。さらにここへ一般向けや海外戦略を上乗せしていくことで、将
来的には5,000億企業への成長を目指すというまとめとさせていただき、本資料の説明は以上となります。
ありがとうございました。




